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はじめに
アフリカの平和安全保障において、地域機構はこれまで大きな役割を果たしてきた。
その一方で、アフリカにとって現在も平和安全保障が大きな課題として存在している
ことは間違いない。冷戦以後の時期において、国際社会の平和安全保障上の課題は国
家間の戦争から、一定領域内の紛争に焦点が当たることとなり、紛争への対応と解決、
持続的な平和の実現の試みが継続されてきた。特にアフリカはさまざまな性質の入り
乱れた紛争の多発する地域としてネガティブに捉えられてきたが、そのことは逆に平
和を作り出そうとする試みが数多く蓄積されることにつながっている。
ところで、そもそも国家という制度自体、対立する利害を調整する機能を持った機
構なのだが、アフリカにおける国家という「制度」の脆弱性は、低開発のみならず安
全保障という課題への対応能力も欠くことにつながっている。国家制度の安全保障面
における脆弱性の克服は、外部アクターの支援の下、治安部門改革（SSR）という試
みがなされる一方で、国家以外のアクターの安全保障能力、ならびに SSR支援の有
効性が問題となる。
本稿ではアフリカ連合（AU）が、アフリカ大陸内の平和安全保障確保にむけて、
どのように機構を整備し、どんな機能を果たそうとしているかを示すのが第 1の目
的である。そのため、AUの各種文書を引きながら、AUの制度構築に焦点を当てて、
制度構築の意義と制度構築の実現にはどんな課題があるのか示す。一般的に国家間の
合意文書は、国家意思を示すものであり、策定後は可能な限り実現のための措置がと
られる。しかし、アフリカ連合の場合、各国のコミットメント、各加盟国の分担金の
拠出能力、AU自体の援助吸収能力、事務局機能を有する AU委員会の人員不足など
さまざまな原因により合意の実行には困難が多い。したがって AUの動きを見る上で
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は、文書を見つつ、その進展、現実に何が行われたかを見てゆくことが肝要である。
本稿では各種文書を追いながら、できる限り現実の実行について報告する。このよ
うに制度構築の途上にある AUの現状における能力を提示しつつ、これを支援する国
際社会の動向につき整理することが本稿の第 2の目的である。最後に、現状を踏まえ
た結果導出されるアフリカ地域における平和安全保障確保とそのキャパシティ・ビル
ディングの課題を提示する。
Ⅰ．アフリカにおける国家制度の問題と紛争の特質
　国家安全保障は、国境という領域内に囲い込む中で権力機構が暴力を独占し、その
中で正当な力の行使を通じて安全を確保する仕組みを作り上げることによって成立し
ている。また国家間関係においてはウェストファリア体制成立以後、国家間の安全確
保を成し遂げるための様々な工夫が施された歴史があり、現在では国連を中心とした
集団安全保障体制や、各地域での地域機構による協調のメカニズムが成立してきてい
る。国内の制度の整備振りに比べ、国際社会は未だアナーキーとする見方がある一方
で、国際の安全確保に向けた取り組みを一定程度評価する議論があるなどその広がり
があるものの、少なくとも様々な形式での国際安全保障の取り組みの実行は積み重ね
られている。しかしこれは、究極的には各国の軍隊をはじめとした治安維持機構が整
備されることが前提となって、国際レベルでの治安確保の活動に向けた協調行動が可
能となる。
　他方、多くのアフリカ研究、とくにガバナンスや民主化研究が示しているように、
アフリカにおける多くの国では、植民地の統治制度と統治能力は必ずしも、独立後
において国民国家システムをそのまま受け継ぐことができるような状況ではなかっ
た。(1)　こうした国際関係論上の擬似国家の議論で取り上げられているように、アフ
リカの多くの国において統治機構は必ずしも統治能力を十全に機能できるほどには発
達してこなかった。その一方で、アフリカ各国は植民地からの独立を果たし、国際関
係における主権国家システムへと参入したため、対外的には主権国家として取り扱わ
れてきたものの、国内的には公共財が供給できる機能を十分に果たすことが出来ない
国が多くみられる。このようなアフリカ各国では、指導者が自らの権力基盤たるパト
ロネージシステムの保持と増大に努めてきたという経緯がある。このようにアフリカ
では対外的には主権国家として認められつつも、国内的に見て統治機構の機能が不十
分というねじれた状況が存在する。
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政府が国内的に機能不全の状態では、公共財は私的にしか提供されず、治安の確保
という国家の基本的機能において、正当性を確保されていない形式での暴力の行使が
行われるようになる。つまりは適切なシビリアンコントロールに基づく正規軍や警察
による治安維持ではなく、軍閥や民兵などの私的なグループによる安全の確保が行わ
れる。多くのアフリカにおける紛争研究では、その要因や構造上の問題として、政治
的リーダーの保有する民兵の問題、国軍を補完する民兵部隊の存在の問題、あるいは
民間軍事会社による問題を取り上げ、暴力の私有化、安全の私有化がもたらす問題を
指摘している。(2)
　このような状況において発生する紛争では、どの暴力装置が正当性と正統性を有し
た存在か一概には判断できず、どの主体が正当政府なのかは主観の問題になってしま
うケースさえありうる。こうした問題について、AUでは暴力的手段による政権交代
を禁ずる文書を策定した。(3)同文書の法的拘束力ならびに履行確保には課題があるも
のの、アフリカとして暴力的紛争自体の否定を行おうとしていることは肯定的に捉え
られてよい。同文書が国民の国家抵抗権を否定、すなわち既存のディクテーターシッ
プの温存に利用される危険性についても指摘されるが、同文書によりアフリカ各国に
おける暴力的紛争を防止しようとする意思は認められる。
　アフリカ各国の現状においては、国家の機能不全が人間の安全に脅威を与える状
況を生んでおり、第一義的に確保されるべき「安全」をどう供給するかという課題
に突き当たっており、AUの平和安全保障アーキテクチャーは、地域機構として真正
面からこれに取り組もうとする試みと理解できる。アフリカ平和安全保障アーキテク
チャー設立構想の背景には、大陸としての平和の確保の取り組み強化にあり、より具
体的には、紛争、大量虐殺を含む大規模人権侵害の歴史を踏まえ、こうした問題に対
する大陸としての対応を可能にする構造を設立することを目指している。その意味で
アフリカ平和安全保障アーキテクチャーは、対応志向の極めて野心的な「設計」となっ
ている。
　これまで見てきたように、国内であれ、対外的な課題であれ安全保障を確保するた
めの試みで問題となるのは、①安全確保のための措置の正当性の問題、国境を越える
のであれば、その外部アクターによる介入は正当なものなのか、正当とみなされるに
はその基準の妥当性やだれが判断を行うかという手続きの問題が重要である。次に②
その措置は安全確保に本当に貢献しているのか、すなわち介入するアクターの能力の
問題が出てくる。そして、③こうした安全保障装置を稼働させる基盤となる資源、と
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くに資金の問題が出てくる。これらの問題をクリアしないと、安全保障のための装置
は整備されたとは言えない。アフリカ地域において、多くの平和安全保障の課題があ
ることは明らかだが、その取り組みを地域として行うには上記の問題をクリアする必
要がある。以下では、これらの課題を意識しつつ、AUの平和安全保障の構造がどの
ような仕組みを備えようとしているのか、整理する。
Ⅱ．AUとAU平和安全保障アーキテクチャー
　2002年に設立した AUは、その設立規定となる AU設立法で機構の目的に様々なも
のを掲げているが、中でも重要な役割としてアフリカにおける平和・安全保障の確保
である（設立法第 3条）。(4)　アフリカ統一機構（OAU）からAUに改組されたことによっ
て、旧 OAU時代の国内問題不干渉主義の尊重と政治的フォーラムとしてのあり方か
らより一歩踏み出し、AUは地域の統合と平和安全保障の確保に向けて積極的に地域
の課題に取り組んでゆくことを、「文言上」、規定している。
　2002年、AUの機構の一部として、アフリカの平和安全保障にかかる意思決定を行
う機構である AU平和安全保障理事会の設立をめざし、「平和安全保障理事会の設立
に関する議定書」が策定された。(5)同議定書では、同理事会の設立や役割を規定した
他、大陸内の平和安全保障を確保するための構造として「アフリカ安全保障アーキテ
クチャー」の設立と構成主体、およびその役割を規定している。アフリカ安全保障アー
キテクチャーの構成要素は、早期警報システム、賢人パネル、平和安全保障理事会、
軍事参謀委員会、アフリカ待機軍があり、その他にこれらの組織の活動を可能にする
資金確保を目的とした平和ファシリティの設立が規定されている。
　同規定策定後、AU設立法第 4条で規定した共通防衛政策につき、2004年には「ア
フリカ共通平和安全保障政策にかかる宣言」が策定された。(6)同宣言は、アフリカの
平和安全保障にかかる現状について、国家間紛争、国内紛争、紛争終結後の不安定性
への対応、さらに小型武器違法流通、地雷問題、人身売買、資金洗浄などの関連諸問
題といった共通の課題を列挙した上で、こうした諸課題に対応するための実施体制を
確認している。その実施組織として AUの役割、ならびにアフリカ平和安全保障アー
キテクチャーが規定されている。以下では 2010年の稼動を目指す同アーキテクチャー
の構成要素について検討する。
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 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図 1　APSA各機構の機能（筆者作成）
１．AU平和安全保障理事会
AU平和安全保障理事会は 3年任期 5カ国、2年任期 10カ国、合計 15カ国で構成
される。平和安全保障に係る主要な意思決定機関である。早期警報システム、賢人パ
ネル、平和安全保障理事会の 3つをセットで考えると、紛争対応のための意思決定機
構の整備振りがうかがえる。AUの意思決定プロセスが目指すのは、より制度的な手
段を確保することで、アフリカ 53カ国としての意思を取りまとめ、一致した声とし
て紛争当事者に伝えることでその介入の正当性を高めると同時に、自動的な対応、迅
速な対応、法の支配に基づいた対応を可能にすることである。
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２．早期警報システム
　AUは紛争予防と実効的な紛争管理には早期対応が必要であることを強調しており、
これに資する早期警報体制の構築を目指している。早期警報は、AUのリエゾンオフィ
ス、ならびに準地域機構（RECs）本部内に置かれる AUリエゾンオフィス、そして
現地に展開する AUミッションからの情報を元に、AU委員会本部にあるシチュエー
ションルームへと各地の情報が送られる。これを基にカントリーデスクオフィサーが、
各国情報を取りまとめ、カントリーレポートを作成する。こうして取りまとめられた
情報は平和安全保障理事会討議や意思決定に活用される。AUの早期警報システムの
重要な点は意思決定に資する情報の提供にある。
３．賢人パネル
　AU賢人パネルはアフリカ 5地域から各 1名から任命される計 5名で構成される。
パネルメンバーは、AU委員長の指示ならびに、平和安全保障理事会の決定を受けて
調停活動を行うことが期待される。これまで一定領域の問題状況に対する調停活動は
第 3国、あるいは関係国の元首や特使などが行ってきた。賢人パネルの設立により、
AUの枠組みにおける制度的な調停メカニズムが成立することが期待されている。ま
た、パネルの機能として AUの意志決定に資する情報を平和安全保障理事会にイン
プットすることが求められる。
４．軍事参謀委員会　
軍事参謀委員会は平和安全保障理事会に対して、平和活動を目的とした軍隊派遣に
係る諮問と助言を行い、効果的な平和部隊の派遣に貢献する。その構成は平和安全保
障理事会メンバー各国の防衛部門のトップである。同委員会の機能の詳細については
今後の作業を待つ必要がある。
５．アフリカ待機軍（ASF）
　ASFの設立については、2005年 3月に開催された専門家会合で策定されたロード
マップによって規定されている。(7)AU平和支援部隊の活動としては、①決議による授
権後、30日以内の AUによる政治ミッションへの軍事的助言、② AUと国連による合
同監視ミッションの 30日以内の派遣、③ AU独自による監視ミッションの 30日以内
の派遣、④憲章 6章に基づく 30日以内の平和維持部隊の予防展開、⑤ 30日以内の軍
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事部門の展開、ならびに文民部門の 90日以内の展開を含む複合的平和維持部隊の派
遣、⑥ジェノサイドなどに対し国際社会が迅速な対応を取れない場合の AU決定によ
る 14日以内の介入、などのシナリオが想定されている。
　これらのシナリオをカバーするため、ASFは軍事要員と文民の双方が参加する複合
的な構成となっている。具体的には軍事要員、文民、文民警察で構成され、軍事監視
要員は 1部隊 300名から 500名、文民警察 240名で構成されることになっている。さ
らに文民は、ミッションの管理部門、人権人道支援、ガバナンス、DDRなどの専門
家で構成され、適切な知見を持つ UN機関や世銀との連携が想定されている。
６．AU平和ファシリティ
　アフリカ統一機構（OAU）時代に紛争解決のための活動資金の窓口として 1993年
に設立された平和基金は加盟国や国際社会からの支援の下、アフリカとしての紛争解
決の取り組みを可能にしてきた。しかし、これまでのようなアドホックな対応ではな
く、早期対応を可能にするため財政面の安定性と予測可能性を高める必要がある。こ
のような観点より、AU平和ファシリティは APSA全体の活動とその支援を目的とし
た各国からの資金拠出をプールしておく基金である。しかし各国からの拠出のモニタ
リングメカニズムをどうするか、そして、そもそもこうした活動へのイヤーマークな
しでの資金拠出が可能な国は必ずしも多くなく、まずは制度構築上で困難な課題があ
る。
Ⅲ．アーキテクチャー構想実現に向けた動力
　アフリカの平和安全保障は大きな課題とされており、国際社会はその確保のための
取り組みを種々に実施してきた。国連 PKO/PSOの展開動向で追うならば、1990年代
中盤から後半にかけて、国連 PKOの展開は増加傾向を示した。しかし、その一方で
ソマリアにおける他国の介入の失敗などの例があって以後、外部からアフリカに対す
る PKOの展開は減少傾向となる。1990年代後半は、国連 PKOのマンデートが多様
化を見せた時期でもあるが、その一方で、西欧諸国からの PKO派遣は減少傾向を見せ、
他方、途上国からの PKO派遣数が増加してくる。この傾向に至り、アフリカにおけ
る平和・安全保障確保の取り組みにおいては、アフリカ自身による問題解決の重要性
が叫ばれるようになった。こうしたアフリカによる問題解決の取り組みは、ひとつに
は地域の事情を外部アクターよりも熟知しているという点、非アフリカ諸国による介
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入に比べ、アフリカ各国による介入のほうが紛争当事者に受け入れやすいケースが認
められる。こうしてアフリカ自身による平和の定着の取り組みに対する意義が認めら
れ、これを具体化すべく AUの各種文書で規定してきた。AUによるこうした意思決
定は AU自身の力だけでは実現困難であるものの、それを可能にするための国際環境
と域内環境、また障害となる点につき以下に整理する。
１．国際環境
アフリカの平和安全保障確保において、アフリカ自身のイニシアチブが重要である
との言説が高まりを見せてきた。アフリカ内部のオーナーシップの重要性に関する議
論が NEPADの設立、AUの設立という形で結実したように、外部ドナー側でも、ア
フリカの平和安全保障のキャパシティ・ビルディングでオーナーシップを重視するよ
うに変化してきた経緯がある。G8サミットを例に取ると、2001年のジェノア・サミッ
トで合意された「アフリカのためのジェノア計画」以降、カナナスキス・サミット、・
エビアン・サミット、シーアイランド・サミット、グレンイーグルス・サミット、サ
ンクトペテルブルク・サミット、ハイリゲンダム・サミットと、アフリカの平和安全
保障に関するキャパシティ・ビルディングは継続的に討議されてきた。(8)
　特に 2005年はアフリカの年と呼ばれたように、同年の G8グレンイーグルス・サミッ
トではアフリカ問題が大きく取り上げられ、その中で AUの平和安全保障確保に向け
た取り組みへの支援も取り扱われた。イギリス政府は、AUの平和安全保障の取り組
み支援へと大きく踏み出した。また、アフリカ各国のみならず、RECs支援の歴史を
持つ EUではヨーロッパ開発基金（European Development Fund）を活用した AU支援
のみならず平和安全保障の活動支援、ならびに AUの平和安全保障対応能力強化を目
的としたアフリカ向け平和ファシリティ（Peace Facility for Africa）を設立し、拠出を
行ってきた。さらに、ヨーロッパ各国間軍隊の連携の経験を有する NATOは AUのへ
の知見共有に関する関心を示しており、国連本部平和維持活動局も可能な技術的連携
を模索し始めている。2005年の ASF設立に向けた準備作業の進展につき、同年 3月
にロードマップ文書の策定を見たのはこうした各国の後押しがあって実現したといえ
る。
２．アフリカの域内環境
　AU加盟各国は AU設立法、ならびに「アフリカ共通平和安全保障政策にかかる宣
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言」に合意していることから、アフリカ平和安全保障アーキテクチャー（APSA）の
設立には総論として賛成の立場をとっており、大きな障害は見られない。その一方で、
APSAの実施面での大きな役割を担うのはアフリカ待機軍だが、その構成上、アフリ
カ大陸を 5地域に分けて、各加盟国で構成される地域部隊に落とし込まざるを得ない
AUとしては AUと地域経済共同体（RECs）との調整が重要であり、その調整コスト
が問題であることが明確になった。具体的には、これまでに地域としての平和活動の
経験をすでに有している西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）や、地域機構として
の一体性の重要性を AUに対して色濃く打ち出す南部アフリカ開発共同体（SADC）
がある一方で、機構自体がさほど機能していない中央アフリカ地域、ならびに平和安
全保障面での協調の契機のなかなか打ち出せない北アフリカ諸国など、地域協力への
知見の有無や地域協力に向けた動機付けに差異があり、ASF設立の協力は困難な問題
が多いことが明らかになってきた。こうして 2006年の作業の多くは、AUと RECs間
の調整に費やされた。他方、AUはダルフール情勢の再膠着化、ソマリア情勢の悪化、
ならびにエチオピア軍のソマリア介入といった状況に直面し、その対応に多くの時間
と多大な作業が費やされた。しかし、このことは AUをはじめとした関係当事者にア
ドホックな対応ではなくアーキテクチャーを構築した上で、組織的な対応の必要性を
再認識させるに至っている。
Ⅳ．AU紛争後復興開発枠組みの意義
AU平和安全保障理事会議定書が規定した各種機構の整備と活動の一方で、同議
定書中では明確に言及していない新たな動きが出てきている。1990年以降の紛争の
43%が停戦後 5年以内の再発であることにより、紛争の防止には再発予防が重要との
認識は広まっている。（9）こうした現実を踏まえ、2005年の AUシルテ・サミットでの
閣僚執行理事会決定では、停戦合意後の復興開発と平和構築が重要課題であると述べ
ている。(10)これに伴い AUは紛争後復興開発の地域としての指針として、「紛争後復
興枠組み文書（PCRD）」を作成、同文書は 2006年バンジュール AUサミットで採択
された。(11)同文書は国家元首級会合での承認を得て、正式に AUの政策として規定さ
れ、前述の平和安全保障理事会設立に係る議定書に規定されていないものの、AU委
員会内ではアーキテクチャーの一部を構成するものと認識されている。法的一体性の
観点からは、アーキテクチャーの構成を規定しなおすなどの作業が必要だが、実質上
AU委員会では、PCRDをアーキテクチャーの一部と解釈している。PCRDは、紛争
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後復興開発について重要事項を網羅的に列挙し、それらの事項を実現する上で各国レ
ベル、大陸レベル、国際レベルで行うべきことを規定している。この点で同文書の「行
動計画」的な性格が見て取れる。
　これまで述べてきた APSA構想との関連で、PCRDの策定とその APSAへの組み込
みはどのようなインパクトを持つものか。ASF設立に向けた議論で明らかになったの
は、複合的平和活動における文民要素と紛争終結後の復興開発の取り組みのつながり、
その一貫性の確保の重要性である。PCRD文書によると、治安の確保、緊急人道支援、
政治的移行、人権と和解など同取り組みにおける重要な要素は、AUによる複合的平
和活動に盛り込まれるべき要素である、としている。AUの APSAの当初の議論では
人道的危機的状況に対する「予防」と「対応能力」の向上を重視していたが、アフリ
カにおける平和安全保障問題への包括的取り組みの重要性から、PCRDの策定を通じ
てより広範な AUの取り組みを構想するに至った。ただし、これまでのところ AUの
紛争後復興開発枠組みに対するドナーの支援はさほど明確にされていない。実践レベ
ルにおいて、アフリカ各国の紛争後復興の取り組みを見ると、すでに多くの国連機関
や世銀、各国やバイの援助機関、NGOなど様々なアクターが活動しており、そのよ
うな中で地域機構としての AUが果たすことができる機能はいったいどこにあるのか
不明確な点が多い。それには AUの構造的な問題がある。
AU設立法上、AU委員会は AU意思決定機構である総会の決定事項を実現するた
めの執行機能を付与されている。しかしながら、意思決定機構による決定に比べて、
その実現に必要な予算、人員が不足している。さらに言えば、決定事項を執行する
手足となるべき機関が設立されていなかったり、未成熟だったりする。このため準地
域機構である各地域経済共同体（RECs）に決定事項の実現を課すことになる。しか
し、RECsといえど、その設立趣旨や政策実行能力はまちまちであり、加えて AUと
の権限関係が不明確なため、必ずしも AUの規定事項が RECsを通じて実現されるわ
けではない。紛争後復興開発の取り組みにおいては、各国政府や、国連機関、ドナー、
NGOなどがその活動を行う一方で、AUは実施部門を持たず、また自前での拠出資金
を持たない中でどのような役割を果たしうるかが課題である。
２．AUが PCRDで果たしうる機能とその可能性
（１）政策・戦略レベル
　AUの能力に疑問がある一方で、アフリカ 53カ国の声を代表する機関であることも
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一方では事実である。紛争後復興開発における大きな問題のひとつに、国際社会の持
続的な政治的意思、関与の継続という問題がある。先述の和平合意以後、5年以内の
紛争再発事例の多さは、その一因として、国際社会の注目の減少による PKOの早す
ぎる撤退や、支援の減少にも原因がある。
　国連平和構築委員会はこれに取り組むべく創設された国連の組織だが、AUではバ
ンジュールサミットにおいて、この AU版とも言うべき組織である AU常設多面委員
会（AU Standing Multidimensional Committee/AUSMC）の設立、ならびに同委員会の支
援を行う AU部局間タスクフォースの設立が決定された。(12)両機関のマンデートや構
成にかかる詳細の規定は今後の作業によるところも大きいが、介入の意思決定とその
後の状況報告を議長権限によりアドホックに討議している現在の平和安全保障理事会
にくらべ、より継続的な平和の定着の状況モニタリングと、持続的な支援に必要な政
治的意思を継続させることを目的としている。
（２）人的資源レベル
　紛争終結国での平和構築に関する様々な活動には、多様なニーズに対応することと
多大な人員の確保が必要である。外部アクターは、外部からの人的資源投入のほか、
ローカルリソース、特に人員の活用を推進している。しかしながら、外部アクターの
支援能力に限界があることや、紛争終結国自身の負担能力を大きく超えてしまう状況
が存在する。AUでは、アフリカとしてのオーナーシップ確保と、関係アクターの有
効な資源動因の必要性から、アフリカ各国の紛争後復興にかかる専門家のデータベー
スを設立。同データベースの活用を通じ、人的資源の確保を支援しようとしている。
また、AUでは人材活用の一環としてボランティア事業を立ち上げることを計画して
いる。
（３）技術資源レベル
　アフリカの紛争終結国は、それぞれ異なった状況にあり、それぞれの国が平和の定
着に向けた努力を行っている。その一方で有効活用されるべき知見については、必ず
しも有効に蓄積、分析され、他国の実践へと活用されているとは言い難い。紛争後復
興開発の言説の中で、各国の紛争構造は様々であるため、一つの方法論が他の状況で
適用可能であるとは言えず、“one sizes fits all”の方法論へとるべきではないとされて
きた。この指摘は十分に示唆に富むものだが、他方でこの言説により他の経験から学
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ぶことが軽視されている傾向が見られ、アフリカ内での経験の集積と再評価、そして
活用というイニシアチブがあまり見られない。AUでは、紛争後復興開発枠組み中、
加盟国への技術的支援に乗り出すことを企画しているが、実働部門を持たない組織と
しては知見の共有と活用といった方法論をとることとなる。これには知見を有する国
連機関、ドナーの他、独立研究機関や NGOが協力してゆく見込みであるが、AU側
にハブが必要であり、その機能を平和安全保障部に持たせるのか、常設多面委員会が
その機能を果たすのか不明な点が多く、今後の進展が待たれる。
３．APSAに PCRD枠組みが加わったことのインプリケーション
　AUの平和安全保障確保に向けた機構整備は、当初、紛争の防止、紛争の解決を目
的としたものであったが、国連をはじめとした平和活動の多様化の流れとその重要性
の議論を受けて、ASFの活動は多様化、複雑化する方向となっている。さらに、紛争
後復興開発の取り組みが、ひいては紛争再発の防止に資するものという見解に至り、
その中では国家制度の（再）構築が確認されていることから、AU自身がその支援に
乗り出したい意向を示している。
　このように AUは、アフリカの平和安全保障上の課題を抱える各国において広範な
支援ニーズへの対応を行いたい一方で、こうした平和構築の活動は極めて多様かつ
広範な活動を満たす AUの能力が問題となる。現状で、実施部門をほとんど持たない
AUだが、その中で、AUによる紛争終結国への支援モダリティの設立やその能力を
強化しなくてはならないこととなる。その意味では二重の支援ニーズ、すなわち紛争
終結国のニーズと、AUの能力強化ニーズを国際社会がどこまで負担することになる
のか、という大きな課題に直面することとなる。
おわりに
　これまでアフリカの紛争と国家制度の特質、それを背景とした地域機構としての平
和安全保障装置設立の構想と現状について整理してきた。共通防衛政策に関する宣言
では、地域の脅威として国家間紛争を含んでいるものの、現状で AUが対応を検討し
うる課題としては国内紛争、紛争終結国の不安定性への対応、そして域内の諸課題の
対応という 3点である。この意味において、AUの平和安全保障装置は、他の地域の
集団安全保障機構のような国家間紛争への対応は未知数であるが、アフリカ各地域の
紛争状況とその安定化傾向をみると、まずは対応すべきアフリカの優先課題として国
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内紛争への対応と国家制度の（再）構築に取り組む機構を備えつつあることが分かる。
　その中で、先に指摘した①介入の正当性の確保に向けては、平和安全保障理事会の
設立と、大陸早期警報装置や賢人パネルといった AUとしての意思決定に資する関連
機構設立の動きは正当性確保の重要性を認識したものといえる。次に、②適切な介入
を実施するためには、まだまだ AUとしての能力強化が必要である。特に、AUが多
岐にわたる平和構築活動の専門性を確保するには、そのための技術協力をより積極的
に行う必要がある。しかも、AU委員会自身には当該技術協力の受け皿となる存在は
なく、知見を蓄積する組織、機構の設立を支援し、いざ平和活動となったらその活動
主体への技術移転を円滑に行うことができるようにする必要がある。そして③に国際
社会はアフリカの平和安全保障能力向上のための資源動員をどこまで負うのか、とい
う問題がある。個別国家の紛争後復興開発の広範なニーズを十分に対応できるような
資金支援はいずれのドナーにとっても難しい。そのため、アフリカのオーナーシップ
の強化、それに基づくアフリカ自身の対応能力の強化をうたっているのだが、AUの
キャパビルと個別国家への支援との費用対効果についての検討は十分とはいえない。
AUの平和安全保障アーキテクチャー設立支援に向けた資源動員の妥当性の判断基準
についてはまだまだ検討が必要であり、今後の課題としたい。
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The African Union and Evolving African Peace and Security Architecture
<Summary>
Yasuhito Murakami
This research note describes activities of the African Union to develop the 
African Peace and Security Architecture (APSA), identifies organs consisting 
APSA, and provides an analysis of key challenges for promoting peace and 
security in Africa. Many of war-torn countries in Africa have not capacity of 
public administration to provide public goods for their nationals, but many 
political leaders bolstered patronage system to keep own constituency in 
the country. Without providing domestic security by exercising power with 
legitimacy, security measures have been privatized by private soldiers of 
political leaders, warlords, militia and private mercenaries. 
Under this situation, regional organization such as the AU is expected to 
play important role for conflict prevention, conflict management and peace-
building in Africa. The AU seeks to provide African solutions to African 
problems. “The Protocol relating to the establishment of the Peace and Security 
Council of the African Union” is legal background of APSA and it decides 
organs of APSA. “Solemn Declaration on a Common Africa Defense and 
Security Policy” clarifies common threats for Africa as well as measures and its 
criteria for dealing with common threats of Africa. Since launch of the AU, the 
AU Commission and its member states have been in the process of establishment 
of the Africa Peace and Security Architecture (APSA) as regional mechanism for 
conflict prevention, conflict management and post-conflict peace-building. The 
APSA consists of organs such as Peace and Security Council, Continental Early 
Warning System, Panel of Wise, Military Staff Committee, African Standby 
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Force, Post-conflict Reconstruction and Development Framework, and Peace 
Facility as financial resource for APSA’s activities.
International Partners have assisted to establish the APSA. International 
forums such as G8, EU and UN have confirmed the principle of ownership to 
promote peace and security in Africa. Based on such understanding, various 
actors have assisted to establish APSA to capacity development for African 
initiative of peace and security. However, because of lack of aid absorption 
capacity of the AU and transaction cost between the AU and Regional Economic 
Communities (RECs) to create APSA, the progress for establishment of APSA 
has been slow. 
The AU’s Framework of Post-conflict Reconstruction and Development 
(PCRD) which was endorsed in the AU Summit, 2006 added new value to the 
APSA that the AU and its member state engage with seamless assistance from 
conflict management to post-conflict peace building. However, in order to 
implement complex multi-dimensional peace-building activities by the AU, still 
there is big gap between requirement for deploying peace support operations 
and AU’s capacity. The AU and international communities must cooperate to 
strengthen capacity of ASPA organs through transfering expertise of UN, Donors 
and member states of the AU, and work realistically with appropriate resourse 
mobilization from interrational community including Africa.
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